
注    記

１．重要な会計方針

　（１）引当金の計上基準

　　　徴収不能引当金

　　　　未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　　退職給与引当金

　　　　退職給与引当金の額の算定方法は、次のとおりである。

　　　　①公益財団法人私立大学退職金財団加入の教職員に係る退職給与引当金については、期末要支給額 円の100％を基にして、

　　　　　 同財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

　　　　②公益社団法人北海道私学退職金社団加入の教職員に係る退職給与引当金については、期末要支給額 円の100％を基にして、

　　　　　 同社団の給付予定額との差額を計上している。

　　　　③役員および嘱託の教職員に係る退職給与引当金については内規に従って、期末要支給額  24,366,769  円の100％の金額を計上している。

　（２）その他の重要な会計方針等

　　　①有価証券の評価基準および評価方法

　　　　 移動平均法に基づく原価法である。

　　　②たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　　 最終仕入法に基づく原価法である。

　　　③有形固定資産の減価償却の方法等

　　　　 残存価額を零とする定額法による減価償却を実施している。

　　　　 　 耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（財務省令）による耐用年数を採用しており、主な耐用年数は以下のとおりである。

　　　　　　　　　建物 ４７年

　　　　　　　　　構築物 ３５年

　　　　　　　　　機器備品 １０年

２．重要な会計方針の変更等

　　　　　該当事項なし

３．減価償却額の累計額の合計額 円

４．徴収不能引当金の合計額 円

５．担保に供されている資産の種類および額

　　　　　土地 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

７．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政および経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　（１）有価証券の時価情報

①総括表 （単位　円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

（うち満期保有目的の債券）

合計

（うち満期保有目的の債券）

②明細表 （単位　円）

債券

株式

投資信託

貸付信託

合計

（注）第3号基本金引当特定資産、減価償却引当特定資産、退職給与引当特定資産に含まれる有価証券を含めて記載している。
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380,040,4318,424,178,169 8,804,218,600

1,911,423,500 △ 224,451,001

8,529,539,934 8,928,475,800 398,935,866

1,568,017,500

270,739,750

差　　　　　額

6,393,665,433 7,017,052,300 623,386,867

時　　　　　価

24,494,725,127

835,708,660

当年度（2023年3月31日）

105,361,765 124,257,200

174,787,470

△ 224,451,001

6,288,303,668 6,892,795,100

2,135,874,501 1,911,423,500

604,491,432

18,895,435

有価証券合計 8,529,539,934

貸借対照表計上額

2,135,874,501

-                                -                                             

8,529,539,934 8,928,475,800 398,935,866

-                                     

-                                -                                             -                                     

種類
当年度（2023年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　　価 差　　　　　額

8,424,178,169 8,804,218,600 380,040,431

有価証券合計 8,529,539,934



　（２）デリバティブ取引

　　　　　該当事項なし

　（３）学校法人の出資による会社に係る事項

　　　　　該当事項なし

　（４）主な外貨建資産･負債

　　　　　該当事項なし

　（５）偶発債務

　　　　　該当事項なし

　（６）関連当事者との取引

　　　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位　円）

理事及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している

会社

勇払郡安
平町

（注１）市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

（注２）理事吉田勝巳及びその近親者が議決権の過半数を保有している。

　（７）後発事象

　　　　　該当事項なし

当法人の法律業務についての顧問契約 1,320,000 － －

役員、法人等の名称 住所 資本金又は出資金 事業内容又は職業 議決権の所有割合 期末残高
役員の兼任等 事業上の関係

取引金額 勘定科目取引内容（注１）
関係内容

属性

農地の賃貸料 15,060,000 － －
有限会社

ノーザンレーシング
（注２）

30,000,000

競走馬の販
売および所
有、施設の

運営

－ 兼任1人
農地賃
貸契約
の締結

－ －理事 尾﨑　英雄 － － 弁護士 －


